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厚生労働省健康局
がん・疾病対策課



（１）がん研究
（２）人材育成
（３）がん教育、普及啓発

「がん患者を含めた国民が、がんを知り、がんの克服を目指す。」
①科学的根拠に基づくがん予防・がん検診の充実 ②患者本位のがん医療の実現 ③尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築

第２ 分野別施策

第１ 全体目標

第３ がん対策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

４．これらを支える基盤の整備

（１）がんの１次予防
（２）がんの早期発見、がん検診

（２次予防）

（１）がんゲノム医療
（２）がんの手術療法、放射線療法、薬物療法、免疫療法
（３）チーム医療
（４）がんのリハビリテーション
（５）支持療法
（６）希少がん、難治性がん

（それぞれのがんの特性に応じた対策）
（７）小児がん、ＡＹＡ（※）世代のがん、高齢者のがん

(※)Adolescent and Young Adult：思春期と若年成人

（８）病理診断
（９）がん登録
（10）医薬品・医療機器の早期開発・承認等に向けた取組

（１）がんと診断された時からの緩和ケア
（２）相談支援、情報提供
（３）社会連携に基づくがん対策・がん患者支援
（４）がん患者等の就労を含めた社会的な問題
（５）ライフステージに応じたがん対策

３．がんとの共生２．がん医療の充実１．がん予防

１．関係者等の連携協力の更なる強化
２．都道府県による計画の策定
３．がん患者を含めた国民の努力
４．患者団体等との協力

５．必要な財政措置の実施と予算の効率化・重点化
６．目標の達成状況の把握
７．基本計画の見直し

第３期がん対策推進基本計画（平成30年３月９日閣議決定）（概要）
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今後の協議会の進め方（案）
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中間評価指標
の議論

各検討事項に対応した検討会等
検討内容の例

・がん検診
・拠点病院の指定要件の見直し
・緩和ケア
・がん研究10か年戦略の見直し 等
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がん対策推進

基本計画（第４期）
策定の議論

評
価
指
標
の
決
定
・研
究
班
等
に
よ
る
測
定

基本計画策定の議論
個別施策の更なる推進

医療計画・介護保険事業計画等
を踏まえて実施

研究班の実施計画等
を踏まえて実施

3

必要に応じた個別課題の推進

第６９回がん対策推進協議会
資料３より （H30.6.27）
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中間評価とは

• 国は、計画期間全体にわたり、基本計画の進捗
状況を把握し、管理するため、３年を目途に、中
間評価を行う。その際、個々の取り組むべき施策
が個別目標の達成に向けて、どれだけの効果を
もたらしているか、施策全体として効果を発揮して
いるかという観点から、科学的・総合的な評価を
行い、その評価結果を踏まえ、課題を抽出し、必
要に応じて施策に反映するものとする。

第3期がん対策推進基本計画（平成30年3月閣議決定）より抜粋
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１．がん医療
①放射線療法、化学療法、手術療法の更なる充実とチーム医療の推進
②がん医療に携わる専門的な医療従事者の育成
③がんと診断された時からの緩和ケアの推進
④地域の医療・介護サービス提供体制の構築
⑤医薬品・医療機器の早期開発・承認等に向けた取組（※）
⑥その他（希少がん、病理診断、リハビリテーション）

（１） 放射線療法、化学療法、手術療
法の更なる充実とこれらを専門的に
行う医療従事者の育成

（３） がん登録の推進

２．がんに関する相談支援と情報提供
患者とその家族の悩みや不安を汲み上げ、患者とその家族にとって

より活用しやすい相談支援体制を実現する。

（２） がんと診断された時からの
緩和ケアの推進

第２期がん対策推進基本計画
重点的に取り組むべき課題

分野別施策及びその成果や達成度を計るための個別目標

全体目標【平成19年度からの10年目標】

（平成24年６月）

（４） 働く世代や小児への
がん対策の充実（※）

（１） がんによる死亡者の減少
（７５歳未満の年齢調整死亡率の２０％減少）

（２） すべてのがん患者とその家族の苦痛の軽
減と療養生活の質の維持向上

（３） がんになっても安心して
暮らせる社会の構築（※）

３．がん登録
法的位置づけの検討も含め、効率的な予後調査体制の構築や院内

がん登録を実施する医療機関数の増加を通じて、がん登録の精度を向上させ
る。

４．がんの予防
平成34年度までに、成人喫煙率を12％、未成年の喫煙率を0％、受動喫煙に

ついては、行政機関及び医療機関は0％、家庭は3％、飲食店は15％、職場は
平成32年までに受動喫煙の無い職場を実現する。

５．がんの早期発見
がん検診の受診率を5年以内に50％（胃、肺、大腸は当面40％）を達成する。

６．がん研究
がん対策に資する研究をより一層推進する。2年以内に、関係省庁が連携し

て、がん研究の今後の方向性と、各分野の具体的な研究事項等を明示する新
たな総合的がん研究戦略を策定する。

７．小児がん（※）
5年以内に、小児がん拠点病院を整備し、小児がんの中核的な機関の整備を

開始する。

８．がんの教育・普及啓発（※）

子どもに対するがん教育のあり方を検討し、健康教育の中でがん教育を推進
する。

９．がん患者の就労を含めた社会的な問題（※）

就労に関するニーズや課題を明らかにした上で、職場における理解の促進、
相談支援体制の充実を通じて、がんになっても安心して働き暮らせる社会の構
築を目指す。

（※）は第２期から盛り込まれた項目
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（１）放射線療法、化学療法、手術療
法の更なる充実とこれらを
専門的に行う医療従事者の育成

（３）がん登録の推進
（２） がんと診断された時からの

緩和ケアの推進

第２期がん対策推進基本計画中間評価の概要①

重点的に取り組むべき課題

全体目標【平成19年度からの10年目標】

（４）働く世代や小児への
がん対策の充実

（１） がんによる死亡者の減少
（７５歳未満の年齢調整死亡率の２０％減少）

（２） すべてのがん患者とその家族の苦痛の軽
減と療養生活の質の維持向上

（３） がんになっても安心して
暮らせる社会の構築

・年齢調整死亡率の推移：92.4（2005年）→80.1（2013年）
減少傾向ながら、全体目標の達成が難しいという統計予測
も出ている。

・喫煙率減少、がん検診受診率向上をはじめとしたがん対
策のより一層の推進が必要。

第二期から

第二期から

・身体的苦痛や精神心理的苦痛の緩和が十分に
行われていないがん患者が３～４割ほどいる。

・引き続き、緩和ケア等の提供体制の検証と整備
が必要。

・家族に負担をかけていると感じてい
たり、職場関係者等に気を使われて
いると感じるがん患者が３割ほどいる。

・がんの教育・普及啓発、がん患者へ
の社会的苦痛の緩和等の取組をより
一層推進することが重要。

・拠点病院の指定要件の改正やがんプロ

フェッショナル基盤養成プラン等の取組
により、一定の進捗が得られている。

・今後、系統的なデータ収集体制の整備
や先進的な放射線治療機器の適正配置
についての検討、がん診療に携わる専門
医のあり方についての検討等を推進する
ことが重要。

・拠点病院の指定要件の改正により、診
断時から緩和ケアを提供する体制や専門
家による診療支援体制の整備が進み、医
師・看護師の意識の変化もみられた。
・拠点病院の医師に対して、緩和ケア研修
会を受講するよう促すとともに、在宅医等
が受講できる体制を構築することが必要。

・拠点病院以外の医療機関や緩和ケア病
棟、在宅医療等における緩和ケアを推進
していくことが必要。

・平成25年12月にが
ん登録が法制化。

・国民への周知が不
十分であり、より一層
の普及啓発が必要。

・関連部局と連携し、がん患
者・経験者の就労支援につい
て検討した。

・就労支援に関する既存の仕
組み・施策・制度を十分に理解
し、活用していくことが重要。

・小児がんについては、「小児
がん拠点病院」及び「小児がん
中央機関」を指定した。

（平成27年6月 厚生労働省・がん対策推進協議会）
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１．がん医療
①放射線療法、化学療法、手術療法のさらなる充実とチーム医療の推進
②がん医療に携わる専門的な医療従事者の育成
③がんと診断された時からの緩和ケアの推進
④地域の医療・介護サービス提供体制の構築
⑤医薬品・医療機器の早期開発・承認等に向けた取組
⑥その他（希少がん、病理診断、リハビリテーション）

２．がんに関する相談支援と情報提供

第２期がん対策推進基本計画中間評価の概要②
その他、分野別施策について

３．がん登録

４．がんの予防 ５．がんの早期発見

６．がん研究 ７．小児がん

８．がんの教育・普及啓発

９．がん患者の就労を含めた社会的な問題

・地域の医療・介護サービス提供体制の構築や、病理診断、リハビリテーション、がんの相談支援、たばこ対策・感染症に起因するがんへの対策をはじめ
とするがんの予防に係る施策、がん検診の受診率向上をはじめとするがんの早期発見に係る施策等についても、一定の進捗が得られているが、基本計
画で掲げた目標達成に向けて、引き続き推進が必要。

・高齢化が進んでいる我が国の現状を鑑みて、がん患者が住み慣れた地域や住まいで療養生活を送ることができるよう、拠点病院等との連携を確保しつ
つ、在宅医療・介護体制の整備等を進めることは喫緊の課題。
・希少がんについては、「希少がん医療・支援のあり方に関する検討会」の検討状況を踏まえ、診療体制や情報提供体制等を整備することが必要。
・がん研究については、「健康・医療戦略」及び「医療分野研究開発推進計画」に基づき、新たに設立されたＡＭＥＤによる管理の下、平成26年度からの
「がん研究１０か年戦略」に基づいて、関係省庁が一体となって推進することが重要。

がん対策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項について

１．関係者等の連携協力の更なる強化 ２．都道府県による都道府県計画の策定

３．関係者等の意見の把握

７．基本計画の見直し

６．目標の達成状況の把握とがん対策を評価する指標の策定４．がん患者を含めた国民等の努力

５．必要な財政措置の実施と予算の効率化・重点化

・がん対策の推進に当たっては、引き続き、国、地方公共団体と関係者等が、適切な役割分担の下、相互の連携を図りつつ一体となって努力していくこと
が重要。

・本中間評価報告書の内容と、別途とりまとめた「今後のがん対策の方向性について」の内容を踏まえて、今後、がん対策推進協議会等で、具体的な数値
目標の設定を含めて、次期がん対策推進基本計画の策定に関する検討を行っていく必要がある。 7



中間評価指標に用いる調査

科学的根拠に基づく
がん予防・がん検診の充実

全体
目標

患者本位のがん医療の
実現

尊厳を持って安心して
暮らせる社会の構築

個別
目標

（１）がんの１次予防
（２）がんの早期発見、がん検診

（２次予防）

（１）がんゲノム医療
（２）がんの手術療法、放射線療法、薬物療法、

免疫療法
（３）チーム医療
（４）がんのリハビリテーション
（５）支持療法
（６）希少がん、難治性がん
（７）小児がん,ＡＹＡ世代のがん,高齢者のがん
（８）病理診断
（９）がん登録
（10）医薬品・医療機器の早期開発・承認等に

向けた取組

（１）がんと診断された時からの緩和ケア
（２）相談支援、情報提供
（３）社会連携に基づくがん対策・がん患者支援
（４）がん患者等の就労を含めた社会的な問題
（５）ライフステージに応じたがん対策

• 拠点病院現況報告
• 厚生労働科学研究

• 厚生労働省による統計調
査（医療施設調査等） 等

医療に関する調査

• がん登録
• 厚生労働科学研究

• 厚生労働省による統計調
査（国民健康・栄養調査
等） 等

がんに関する調査

• 患者体験調査
• 遺族調査
• 厚生労働科学研究

• 厚生労働省による統計調
査（世論調査等） 等

患者・家族に関する調査

調査や評価指標により、全体・個別のがん施策の進捗や達成度を評価

第３期がん対策推進基本計画

※第２期基本計画で用いた調査を元に例示

8（１）がん研究 （２）人材育成 （３）がん教育、普及啓発



各施策への反映について（例：がん予防）

１次予防
・たばこ対策

喫煙率の減少
－成人喫煙率 12%
－妊娠中の喫煙率をなくす
－20歳未満の喫煙をなくす

受動喫煙防止
－望まない受動喫煙のない社会を実現

・生活習慣病改善
生活習慣のリスクを高める量を飲酒しているもの

－男性13.0％・女性6.4％
運動習慣のある者

－20～64歳：男性36.0％・女性33.0％
－65歳以上：男性58.0％・女性48.0％

２次予防
・がん検診

対策型検診の全がん種の受診率 50％
精密検査受診率 90％

・「職域におけるがん検診に関するガイドライン」の
策定と職域での普及

個別目標

がんを予防する方法を普及啓発するとともに、研究を推進し、その結果に基づいた施策を実施することにより、
がんの罹患者を減少させる。国民が利用しやすい検診体制を構築し、がんの早期発見・早期治療を促すことで、
効率的かつ持続可能ながん対策を進め、がんの死亡者の減少を実現する。

全体目標

各個別施策

目標達成の評価

データ源 中間評価指標

国民健康・栄養調査 成人喫煙率、禁煙希望者の割合
望まない受動喫煙を有する者の割合

労働安全衛生調査 受動喫煙対策を講じている職場

その他 妊娠中の喫煙率、未成年喫煙率

（たばこ対策に関する項目を例に説明）

 喫煙の健康影響に関する普及啓発活動、禁煙希望者への禁煙支援

 受動喫煙対策の徹底

 スマート・ライフ・プロジェクト、食生活改善普及運動等を通じた普及啓発

 肝炎ウイルス陽性者への受診勧奨・普及啓発、 B型肝炎の定期予防接種の推進や治療薬の開発

 効果的な受診勧奨、受診者の立場に立った利便性の向上等、受診率向上のための方策の検討

 指針に基づいたがん検診の実施及び精度管理向上の取組

 国内外の知見を収集し、科学的根拠に基づいたがん検診の方法等について検討

 職域におけるがん検診に関するガイドライン（仮称）の策定
9

※第２期基本計画中間評価指標に含まれていなかった指標は赤字で記載



患者体験調査の位置づけ

• 拠点病院現況報告
• 厚生労働科学研究

• 厚生労働省による統計調
査（医療施設調査等） 等

医療に関する調査

• がん登録
• 厚生労働科学研究

• 厚生労働省による統計調
査（国民栄養調査等） 等

がんに関する調査

• 患者体験調査
• 遺族調査
• 厚生労働科学研究

• 厚生労働省による統計調
査（世論調査等） 等

患者・家族に関する調査

主に「がん医療の充実」、「がんとの共生」における
がん診療連携拠点病院における患者の体験を調査

科学的根拠に基づく
がん予防・がん検診の充実

全体
目標

患者本位のがん医療の
実現

尊厳を持って安心して
暮らせる社会の構築

個別
目標

（１）がんの１次予防
（２）がんの早期発見、がん検診

（２次予防）

（１）がんゲノム医療
（２）がんの手術療法、放射線療法、薬物療法、

免疫療法
（３）チーム医療
（４）がんのリハビリテーション
（５）支持療法
（６）希少がん、難治性がん
（７）小児がん,ＡＹＡ世代のがん,高齢者のがん
（８）病理診断
（９）がん登録
（10）医薬品・医療機器の早期開発・承認等に

向けた取組

（１）がんと診断された時からの緩和ケア
（２）相談支援、情報提供
（３）社会連携に基づくがん対策・がん患者支援
（４）がん患者等の就労を含めた社会的な問題
（５）ライフステージに応じたがん対策

第３期がん対策推進基本計画

（１）がん研究 （２）人材育成 （３）がん教育、普及啓発 10



緩和ケアに関する医療従事者・施設調査の位置づけ

• 拠点病院現況報告
• 厚生労働科学研究

• 厚生労働省による統計調
査（医療施設調査等） 等

医療に関する調査

• がん登録
• 厚生労働科学研究

• 厚生労働省による統計調
査（国民栄養調査等） 等

がんに関する調査

• 患者体験調査
• 遺族調査
• 厚生労働科学研究

• 厚生労働省による統計調
査（世論調査等） 等

患者・家族に関する調査

主に「がん医療の充実」、「がんとの共生」における
がん診療連携拠点病院以外の医療従事者の主観的な調査

科学的根拠に基づく
がん予防・がん検診の充実

全体
目標

患者本位のがん医療の
実現

尊厳を持って安心して
暮らせる社会の構築

個別
目標

（１）がんの１次予防
（２）がんの早期発見、がん検診

（２次予防）

（１）がんゲノム医療
（２）がんの手術療法、放射線療法、薬物療法、

免疫療法
（３）チーム医療
（４）がんのリハビリテーション
（５）支持療法
（６）希少がん、難治性がん
（７）小児がん,ＡＹＡ世代のがん,高齢者のがん
（８）病理診断
（９）がん登録
（10）医薬品・医療機器の早期開発・承認等に

向けた取組

（１）がんと診断された時からの緩和ケア
（２）相談支援、情報提供
（３）社会連携に基づくがん対策・がん患者支援
（４）がん患者等の就労を含めた社会的な問題
（５）ライフステージに応じたがん対策

第３期がん対策推進基本計画

（１）がん研究 （２）人材育成 （３）がん教育、普及啓発 11


